
(57)【要約】

【課題】  データの送受信における証明の客観性を持た

せるネットワークシステムおよび記憶媒体を提供する。

【解決手段】  送信データを電子通信装置で送信し、送

信データを受信側が、受信側の電子通信装置で受信する

情報に関するシステムにおいて、受信した確認の通知を

送信者に通信し、かつ前記送信データを受信側が受信し

た時刻を、客観的に証明するための処理を行うことによ

り構成されている。



【特許請求の範囲】

【請求項１】送信側が送信データを、送信側の情報伝達

手段を用いて送信し、受信側が、受信側の情報伝達手段

を用いて受信するネットワークシステムにおいて、送信

側の前記送信データを受信側が受信データとして保存

し、受信した確認の通知を送信側に伝達し、前記送信デ

ータを受信した時刻を受信側が客観的に証明するための

履歴のログとして有することを特徴とするネットワーク

システム。

【請求項２】送信側が送信データを送信側の電子通信装

置で送信し、該送信データを受信側が、受信側の電子通

信装置で受信するネットワークシステムにおいて、受信

した前記送信データを受信データとして保存し、受信し

た確認の通知を送信者に通信し、前記送信データを受信

側が受信した時刻を、客観的に証明するための履歴のロ

グとして有することを特徴とするネットワークシステ

ム。

【請求項３】送信側が送信データを、送信側の情報伝達

手段を用いて送信し、受信側が、受信側の情報伝達手段

を用いて受信するネットワークシステムにおいて、送信

側の前記送信データを、受信側が受信データとして保存

し、受信した確認の通知を送信側に伝達し、送信された

前記送信データを受信した時刻を受信側が客観的に証明

するための履歴のログとして記録し、前記履歴のログを

編集、加工処理し、改変できないようにすることを特徴

とするネットワークシステム。

【請求項４】前記送信側の情報伝達手段又は前記受信側

の情報伝達手段もしくは前記送信側の電子通信装置又は

前記受信側の電子通信装置において、コンピューターま

たはファックスを使用することを特徴とする請求項１な

いし３のうちいずれかに記載のネットワークシステム。

【請求項５】前記送信データ又は前記受信データには、

コンピューターで読み取り可能な記憶媒体とすることを

特徴とする請求項１又は２又は３に記載のネットワーク

システム。

【請求項６】前記送信データ又は前記受信データには、

紙媒体を利用し、情報伝達手段にスキャナー、コピー機

といった読み取り装置を媒介とすることを特徴とした請

求項１又は３ないし５記載のネットワークシステム。

【請求項７】前記履歴のログを紙媒体にプリントアウト

することを特徴とする請求項１ないし６記載のネットワ

ークシステム。

【請求項８】前記受信データを、受信側が保存する場合

において、オンラインで改変ができないようなファイル

変換、特定のフォーマットへの変換、パスワード登録、

暗号付与または画像への変換等の処理を行うことを特徴

とする請求項１ないし７記載のネットワークシステム。

【請求項９】前記受信データおよび前記履歴のログにお

いて、著作物を時刻的な側面において、公正かつ客観的

に証明し、補佐することを特徴とする請求項１ないし８

記載のネットワークシステム。

【請求項１０】前記受信データを、受信側が保存する場

合において、更に該受信データを紙媒体にプリントアウ

トすることを特徴とする請求項１から９のうちいずれか

一項記載のネットワークシステム。

【請求項１１】送信データを送信側が、送信側の情報伝

達手段を用いて送信し、受信側が、受信側の情報伝達手

段を用いて受信するネットワークシステムにおいて、送

信側の前記送信データを、受信側が受信データとして保

存、プリントアウトし、そのプリントアウトした受信デ

ータに対して、押印、箔押しまたはエンボス加工といっ

た処理を行い、受信した確認の通知を送信側に伝達し、

送信された送信データを受信した時刻を、受信側が客観

的に証明するための履歴のログを記録し、前記履歴のロ

グを編集又は加工処理し、改変できないようにすること

を特徴とするネットワークシステム。

【請求項１２】前記送信データを送信側から受信し、前

記送信データを前記受信データとして保存し、受信した

確認の前記通知を送信者に通信し、送信された前記送信

データを受信した時刻を、客観的に証明するための前記

履歴のログを記録する手順を行わせるためのプログラム

であるコンピューター読み取り可能な記憶媒体を、前記

受信側の情報伝達手段もしくは電子通信装置に有するこ

とを特徴とする請求項１ないし１２記載のネットワーク

システム。

【請求項１３】受信側が送信側からの送信データを、受

信側の電子通信装置で受信し、受信した前記送信データ

を受信データとして保存し、その受信データ領域を有

し、受信した確認の通知を送信側に通信し、また送信さ

れた前記送信データを受信した時刻を、客観的に証明す

るための履歴のログをファイルに記録させ、前記ファイ

ルは前記履歴のログが時間もしくは種類ごとにソートさ

れた履歴データ領域を有し、前記履歴データ領域を編集

又は加工し、改変できないようにすることを一連の処理

として行う特徴をもつ、送信側からの前記送信データの

受信時刻を証明および処理、記録するコンピューター読

み取り可能な記憶媒体。

【請求項１４】送信側が送信データを、送信側の情報伝

達手段を用いて送信し、受信側が、受信側の情報伝達手

段を用いて受信するネットワークシステム上で、送信側

の前記送信データを、受信側が受信データとして保存

し、受信した確認の通知を送信側に伝達し、送信された

前記送信データを受信した時刻を受信側が客観的に証明

するために履歴のログとして記録し、前記履歴のログを

編集、加工処理し、改変できないようにすることを特徴

とするネットワークシステムにおいて、送信側が前記送

信データを、前記送信側の情報伝達手段で送信し、前記

受信側の情報伝達手段が前記送信データを受信した確認

の通知を、前記送信側の情報伝達手段で受信し、その通

知履歴を有するファイルを有し、該ファイルには通知履



歴データ領域を形成することをワンセットの処理として

行うことを特徴とする、前記送信データの送信および前

記確認の通知を受信し記録するコンピューター読み取り

可能な記憶媒体。

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】この発明は、証明を要するデ

ータを送受信する際のネットワークシステムおよび記憶

媒体に関するものである。

【０００２】

【従来の技術】従来、文書を証明するには郵便局におけ

る内容証明郵便があった。

【０００３】

【発明が解決しようとする課題】従来の内容証明郵便で

は、郵便局に赴いて内容証明郵便を出す必要があり、即

座に証明を要するようなときに不便であり、手間がかか

った。

【０００４】本発明は、以上のような欠点に鑑み、デー

タを送信し、そのデータが受信側に受信した時刻を即座

に公正かつ客観的に証明できるネットワークシステムお

よび記憶媒体を提供することを目的としている。

【０００５】本発明の前記ならびにそのほかの目的と新

規な特徴は次の説明を添付図面と照らし合わせて読む

と、より完全に明らかになるであろう。なおフローチャ

ートによる説明の便宜上、送信側の情報伝達手段もしく

は電子通信機器と、受信側の情報伝達手段もしくは電子

通信機器の間において、送信を行う回線と受信の確認の

通知を行う回線が２つ以上存在しているが、少なくとも

１つ以上の通路、回線を媒体に有すればよい。各図にお

ける各媒体、回線についても同様なことが言える。図面

は解説のためであって、本発明の範囲を限定するもので

はない。

【０００６】

【課題を解決するための手段】上記目的を達成するため

に本発明は、送信側が送信データを、送信側の情報伝達

手段を用いて送信し、受信側が、受信側の情報伝達手段

を用いて受信するネットワークシステムにおいて、送信

側の前記送信データを、受信側が受信データとして保存

し、受信した確認の通知を送信側に伝達し、送信された

前記送信データを受信した時刻を受信側が客観的に証明

するための履歴のログとして記録し、前記履歴のログを

編集、加工処理し、改変できないようにするネットワー

クシステムおよび記憶媒体で構成されている。

【０００７】

【発明の実施の形態】以下、図面に示す実施例により、

本発明について詳細に説明する。

【０００８】図１ないし図１１又は図１６ないし図１８

の、本発明の第１の実施の形態において、１は本発明の

送信側の領域を示し、この送信側の送信データを送信側

の情報伝達手段を用い、また２は受信側の領域を示し、

受信側の情報伝達手段と受信データおよび履歴のログを

有し、これら送信側と受信側の間では、受信側の受信確

認の旨の通知を伝達するネットワークシステムとして構

成されている。

【０００９】図２、図７、図８および図１１、図１８に

示すネットワークシステムで、前記送信側もしくは受信

側の情報伝達手段に電子通信機器を有し、コンピュータ

ーもしくはファックス、スキャナ、コピー機から構成さ

れている。

【００１０】図３又は図４に示すように前記履歴のログ

を編集、加工処理および改変できないようにしたデータ

又は紙媒体にプリントアウトしたものから構成されい

る。また図５ないし図７に示すように前記編集、加工処

理および改変できないようにしたデータ又は前記紙媒体

にプリントアウトしたもの又は前記ログを、送信側に通

信することから構成されている。

【００１１】前記送信側の電子通信装置と前記受信者側

の電子通信装置において、図８および図１１は、本発明

の媒体の例として電話回線、グラスファイバー、赤外

線、ＬＡＮやインターネット、衛星、地底ケーブル、海

底ケーブル、ＩＳＤＮ回線、ＩＳＤＮ回線の発展形態フ

レームリレー網、郵送、配送といった情報手段の媒体か

ら任意に選択できるように構成されている。

【００１２】前記送信データにおいて、図９ないし図１

１、図１６に示されるネットワークシステムは、コンピ

ューターで読み取り可能な記憶媒体や、紙媒体又著作物

として写真、絵画、音声、映像および証明もしくは記録

する必要のあるデータを送信の対象として構成されてい

る。

【００１３】前記送信側の情報伝達手段において図５又

は図６に示されるように設置される、送信側の処理プロ

グラムとしてのコンピューター読み取り可能な記憶媒体

で、前記送信側の情報伝達手段で送信し、前記受信側の

情報伝達手段が前記送信データを受信した確認の通知

を、前記送信側の情報伝達手段で受信し、その通知履歴

を有するファイルを有し、該ファイルには通知履歴デー

タ領域を形成することをワンセットの処理として実行す

ることとしてプログラムのうえで構成されている。

【００１４】前記受信側の情報伝達手段において図５又

は図６に示されるように設置される、受信側の処理プロ

グラムとしてのコンピューター読み取り可能な記憶媒体

で、送信データを受信し、受信した前記送信データを前

記受信データとして保存し、その受信データ領域を有

し、受信の確認の通知を送信側に通信し、また送信され

た前記送信データを受信した時刻を、客観的に証明する

ための履歴のログをファイルに記録させ、前記ファイル

は前記履歴のログが時間もしくは種類ごとにソートされ

た履歴データ領域を有し、前記履歴データ領域を編集又

は加工し、改変できないようにすることを一連の処理と

して行うことから構成される。



【００１５】上記構成のネットワークシステムおよび記

憶媒体において、送信データを送信側の情報伝達手段を

介して、受信側に送信ことができ、証明もしくは記録す

る必要のあるデータを対象に、受信データとして受信側

に保存され、かつ履歴のログに客観的な受信時刻の証明

として残すことができる。

【００１６】また送信データを受信側が受信すると、受

信の確認の通知を送信側に伝達させ、送信側としては、

送信できたか、履歴のログに残っていて、受信時刻の証

明となったか確認を行うことができる。

【００１７】更に送信データが受信側に届いた時刻や受

信データそのものに整合性を持たせるために、受信デー

タおよび履歴ログに対して、改変できないように、紙に

出力させたり、あるいは編集、加工処理および改変でき

ないようにしたデータとして保存もしくは送信側に伝達

するので、精度の高い証明が可能となる。

【００１８】

【本発明の異なる実施の形態】次に図１２ないし図１

５、図１９、図２０に示す本発明の異なる実施の形態に

つき説明する。なお、これらの実施の形態の説明に当っ

て、前記本発明の第１の実施の形態と同一構成部分には

同一符号を付して重複する説明を省略する。

【００１９】図１２ないし図１５又は図１９に示される

本発明の第２の実施の形態において、前記本発明の第１

の実施の形態と主に異なる点は、受信データを紙媒体に

出力あるいは特定のフォーマットもしくはファイル変

換、パスワード登録、画像変換等の処理を施したデータ

とした点で、このように構成したネットワークシステム

にしても、前記本発明第１の実施の形態と同様な作用効

果が得られる。

【００２０】図２０に示される本発明の第３の実施の形

態において、前記本発明の第１の実施の形態と主に異な

る点は、前記情報伝達手段は無線による方式でもよい点

である。また履歴のログを送信側から、履歴の閲覧参照

できるように構成しても前記本発明第１の実施の形態と

同様な作用効果が得られる。

【００２１】図２０に示される本発明の第４の実施の形

態において、前記本発明の第１の実施の形態と主に異な

る点は、保存する前記受信データに加工、処理するうえ

で、前記受信データもしくは出力した紙媒体の受信デー

タに磁性を持たせたり任意の塗料を塗布し、印刷あるい

は着色することにより証明、識別を行う点にあり、この

ように構成しても前記本発明第１の実施の形態と同様な

作用効果が得られる。

【００２２】図２０に示される本発明の第５の実施の形

態において、前記本発明の第１の実施の形態と主に異な

る点は、保存する前記受信データに加工、処理するうえ

で、前記受信データもしくは出力した紙媒体の受信デー

タに磁性を持たせたり任意の塗料を塗布し、印刷あるい

は着色することにより証明、識別を行う点にあり、この

ように構成しても前記本発明第１の実施の形態と同様な

作用効果が得られる。

【００２３】図２０に示される本発明の第７の実施の形

態において、前記本発明の第１の実施の形態と主に異な

る点は、前記情報伝達手段において、送信側と受信側の

いずれか一方が、郵送、配送あるいは伝書鳩といった媒

体を介する点にあり、このように構成しても前記本発明

第１の実施の形態と同様な作用効果が得られる。

【００２４】図２０に示される本発明の第８の実施の形

態において、前記本発明の第１の実施の形態と主に異な

る点は、履歴のログは、オンライン上で可変できないよ

うに処理を行うこともできるが、紙媒体にプリントアウ

トした履歴のログに対して、内容の改竄が防止できるよ

うに押印、箔押し又はエンボス加工、印刷加工、着色を

行う点にあり、このように構成しても前記本発明第１の

実施の形態と同様な作用効果が得られる。

【００２５】図２０に示される本発明の第９の実施の形

態において、前記本発明の第１の実施の形態と主に異な

る点は、前記受信データを、受信側が保存する場合にお

いて、オンラインで改変ができないようなＰＤＦ（Ｐｏ

ｒｔａｂｌｅＤｏｃｕｍｅｎｔＦｉｌｅ）ファイルや画

像ファイルへの変換、特定のフォーマットへの変換、パ

スワード登録、シークレットキーによるロック、暗号付

与または画像ファイルへの変換の処理を行う点にあり、

このように構成しても前記本発明第１の実施の形態と同

様な作用効果が得られる。

【００２６】図２０に示される本発明の第１０の実施の

形態において、前記本発明の第１の実施の形態と主に異

なる点は、証明を行うネットワークシステム利用に関す

る課金のさいに、キャッシュカード、郵便貯金、銀行か

らの払い込みを利用した分だけ自動的に引き落とされる

ように機能する点にあり、このようにネットワークシス

テムを構成しても前記本発明第１の実施の形態と同様な

作用効果が得られる。

【００２７】

【発明の効果】以上の説明から明らかなように、本発明

にあっては次に列挙する効果が得られる。

【００２８】（１）  送信側が送信データを、送信側の

情報伝達手段を用いて送信し、受信側が、受信側の情報

伝達手段を用いて受信するネットワークシステムにおい

て、送信側の前記送信データを、受信側が受信データと

して保存し、受信の確認の通知を送信側に伝達し、送信

された前記送信データを受信した時刻を、受信側が客観

的に証明し、履歴のログとして記録し、前記履歴のログ

を送受信の証明として用いるため、公正かつ客観的に判

断することができる。

（２）  前記（１）によって、記録した前記履歴のログ

を編集、加工処理し、改変できないようにするため、前

記履歴のログを送受信の証明として公正かつ客観的に判

断でき、かつ効果の期間が酸性紙などの保存に向かない



メディアと比較して長い。

（３）  前記（１）によりコンピューターやファックス

といった電子通信機器を介することによって、迅速に送

受信もしくはその証明をすることができ、従来の証明を

要する書類を送ってから届くまでの時間差の幅を収斂さ

せることができる。

（４）  前記（１）により、前記ネットワークシステム

における送信側の送信データを、受信側が受信データと

して保存し、証明のためにプリントアウトし、更に前記

プリントアウトした受信データに対して、押印、箔押し

またはエンボス加工を行うことによって、受信したデー

タの時刻をオンラインのみでなく紙媒体のうえでもより

一層整合性を保持して証明できる。

（５）  前記（１）において、送信データもしくは受信

データに紙媒体を利用し、情報伝達手段にスキャナー、

コピー機といった読み取り装置を媒介とすることによ

り、コンピューターに読み取り可能な記憶媒体だけでな

くとも、既存の資産である紙媒体からでも証明を要する

データを迅速かつ客観性を持たせて作成できる。

（６）  前記（１）によって、受信データおよび履歴の

ログに対してオンラインで改変ができないようなファイ

ル変換、特定のフォーマットへの変換、パスワード登

録、暗号付与または画像への変換の処理を行うことで、

より堅牢なデータの送受信管理および証明を行うことが

できる。

（７）  前記（１）、（２）によって、受信側の情報伝

達手段もしくは電子通信機器の整合性を保持しつつセキ

ュリティーの管理が行われれば、履歴のログを法律上、

証拠力を有するまでに昇華させられる可能性がある。

（８）  前記（１）により、情報伝達手段にインターネ

ットを介することにより、本発明は国際的な利用もで

き、時刻の客観的な認証が可能となり、場所、空間に範

囲を狭められることを和げ、証明もしくは記録を要する

データの送受信に有用である。また本発明は電子通信機

器が、自動的に送受信、記録されるようなプログラムで

管理されていれば、受信側の便宜を図ることができ、か

つ送信側にとっては時間によって依拠しなくとも、すな

わち２４時間、証明もしくは記録を要するデータの送受

信の利用ができる。

（９）  請求項２ないし１４も上記と同様の効果を得ら

れる。請求項９においては、送信するデータに関する履

歴のログを、改変不可能に処理するため、公正かつ客観

的な証明を行うことが可能になり、国際的に条約等で締

結されている知的所有権の保障に寄与することができ

る。現時点でいくつかの国際条約、法律において自然発

生すると規定されている著作物の著作権を、個人の表現

の自由、財産権の観点から受信時刻の側面において、客

観的に証明をすることが可能になる。殊にコンピュータ

ープログラムは著作権によって保護されることが多く、

それは世界的な風潮でもあるが、本発明の情報伝達手段

によって、制作もしくは開発段階においてもデータを送

信できるため、コンピュータープログラムの著作権の生

起における時刻的側面の証明の補助として寄与すること

ができる。請求項１３および１４においては、上記ネッ

トワークシステムの一端において機能するが、得られる

効果としては前記と同様である。

【図面の簡単な説明】

【図１ないし図１４】本発明の第１の実施の形態を示す

説明図である。

【図１２ないし図１５】本発明の第２の実施の形態を示

す説明図である。

【図１６ないし図１８】本発明の第１の実施の形態を示

す説明図である。

【図１９】本発明の第２の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図２０】本発明の第３ないし第９の実施の形態を示す

説明図である。

【符号の説明】

１：送信側

２：受信側

３：送信データ

４：受信データ

５：送信側の情報伝達手段

６：受信側の情報伝達手段

７：履歴のログ

８：受信の確認の通知

９：送信側の電子通信装置

１０：受信側の電子通信装置

１１：編集、加工処理および改変できないようにしたデ

ータ

１２：紙媒体にプリントアウトしたもの

１３：情報手段の媒体

１４：コンピューターで読み取り可能な記憶媒体

１５：著作物

１６：著作物の一部

１７：受信データの紙媒体

１８：コンピューター

１９：ファックス

２０：コピー機、録画および録音装置

２１：スキャナ

２２：電話

２３：履歴の閲覧

２４：履歴のログを紙出力しさらに加工したもの

２５；受信データの紙媒体

２６ａ、２６ｂ：押印、箔押し、エンボス加工、印刷処

理、着色を施したデータ

２７：証明もしくは記録を要するデータ

２８：編集、加工処理をし、改変できないようにしたデ

ータ

２９：送信側の処理プログラムの記憶媒体



３０：受信側の処理プログラムの記憶媒体
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【手続補正書】

【提出日】平成１１年６月２４日（１９９９．６．２

４）

【手続補正１】

【補正対象書類名】明細書

【補正対象項目名】図面の簡単な説明

【補正方法】変更

【補正内容】

【図面の簡単な説明】

【図１】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図２】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。



【図３】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図４】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図５】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図６】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図７】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図８】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図９】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１０】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１１】本発明の実施の形態を示す説明図である。

【図１２】本発明の第２の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１３】本発明の第２の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１４】本発明の第２の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１５】本発明の第２の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１６】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１７】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１８】本発明の第１の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図１９】本発明の第２の実施の形態を示す説明図であ

る。

【図２０】本発明の実施の形態を示す説明図である。

【符号の説明】

１：送信側                                        

２：受信側

３：送信データ                                    

４：受信データ

５：送信側の情報伝達手段

６：受信側の情報伝達手段

７：履歴のログ

８：受信の確認の通知

９：送信側の電子通信装置

１０：受信側の電子通信装置

１１：編集、加工処理および改変できないようにしたデ

ータ

１２：紙媒体にプリントアウトしたもの

１３：情報手段の媒体

１４：コンピューターで読み取り可能な記憶媒体

１５：著作物

１６：著作物の一部

１７：受信データの紙媒体

１８：コンピューター

１９：ファックス

２０：コピー機、録画および録音装置

２１：スキャナ

２２：電話

２３：履歴の閲覧

２４：履歴のログを紙出力しさらに加工したもの

２５：受信データの紙媒体

２６ａ、２６ｂ：押印、箔押し、エンボス加工、印刷処

理、着色を施したデータ

２７：証明もしくは記録を要するデータ

２８：編集、加工処理をし、改変できないようにしたデ

ータ

２９：送信側の処理プログラムの記憶媒体

３０：受信側の処理プログラムの記憶媒体


